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1．はじめに 

インバウンドの回復による様々な経済効果や今後の課題について、多くの報道や分析

が行われている。著者も本年 4 月の国際通貨研究所レポートで、国際収支へのインパク

トと今後の可能性について報告をした1。今回のレポートでは視点を変えて、旅行収支

の収入と支出の国際比較を行うことで、インバウンドとアウトバウンドのバランスある

発展が実は経済発展のためには重要ではないか、という問題提起を行いたい。 

2．世界の国々のインバウンドとアウトバウンド収支 

今回の分析では、国際収支について、IMF（国際通貨基金）の国際収支統計（Balance 

of Payment、「BoP」）を利用する。BoP には、当該国の旅行収入と支出の両方が含まれて

いる。図 1 は、日本のグラフである2。海外旅行者からの旅行収入と日本人による海外

での旅行支出の推移である。

旅行収入は 2019 年に年間で

461 億ドルと最高値を記録し、

旅行支出は 2012 年の 279 億ド

ルから減少している。 

同様のグラフを世界の国々

について観察すると、幾つか

の類型に分類が出来るように

思われる。以下の４類型であ

る。 

①インバウンド・アウトバ

ウンド両方向志向型、②アウ

 
1 森純一（2023） 
2 図 1 から図 6 までのグラフは、すべて IMF の BoP データに基づき、著者作成。 
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トバウンド志向型、③インバウンド志向型、④アウトバウンド低落型、である。以下、

それぞれのグラフを見ていきたい。 

① インバウンド・アウトバウンド両方向志向型 

第一の類型は「インバウンドとアウトバウンド両方向志向型」と名付けた（図２）。

このグループは、受入も大きいが、同時に支出も収入の 6 割程度と大きい。米国やフラ

ンスが代表である。フランスは旅行客数で世界一の受入国だが、同時に海外旅行志向も

強い。米国はフランスに次ぐ海外旅客の受入国で滞在日数も長く、世界一の海外からの

収入額があるが、同時に大きな支出もある。 

 

② アウトバウンド志向型 

第二の分類は、アウトバウンドの海外旅行志向型である(図３)。代表は、ドイツ、韓

国、中国、シンガポールである。これらの国々では、支出が収入を大幅に上回っている。

 

たとえばドイツは、隣国のフランスと大きく異なり、旅行支出が収入を大幅に上回っ

ている。これはドイツ人が休暇を南欧などで過ごすことを反映しているのだろう。多く

の観光資源を持っていると思われるドイツだが、意外に旅行収入が低いことが分かる。

韓国も受入が停滞しているなかで、旅行支出は大きく伸びている。中国も多数の海外旅
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行客を受け入れているが、海外への旅行客が多く、大幅な支払超である。シンガポール

は収入と支出のバランスがよく取れているが、支出が収入を上回っている。 

この類型の国は、海外志向が高く、輸出比率が高く、概して経済成長も高い。 

③ インバウンド志向型 

このグループはインバウンド観光から大きな収入を上げているが、逆に自国民の旅行

支出は少ない（図 4）。代表はスペインである。国際収支においても旅行客からの黒字収

入が大きな比重を占める。タイも支出のレベルは低いままである。 

日本はかつてはアウトバウンド志向型であったが、現在はインバウンド志向型であり、

旅行支出が 1990 年代から長期低落傾向のなかにある点は注意が必要である。 

 

④ アウトバウンド低落型 

最後の類型はアウトバウ

ンド低落型である（図 5）。こ

れは収入に比べて旅行支出

の減少が顕著である点にあ

る。この要因はブラジルの通

貨レアルの対外価値が対ド

ルで低下していることにあ

るだろう。経済の停滞のなか

で、旅行収支の落ち込みは顕

著だ。 
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3．アウトバウンドとインバウンドの調和ある発展 

日本の旅行収入の伸びは顕著であり、今後も拡大していくと予想される。一方で、旅

行支出は 1995 年以降、逓減傾向をたどってきている（図 6）。今回検討をした国で、2019

年まで海外旅行への支出が低減傾向にあるのは、日本とブラジルだけである。日本の旅

行支出が伸び悩んでいる要因には、国内経済の低迷や円の対外価値の低落が大きい。 

 

インバウンド再開に大きな期待が寄せられており、筆者もそれに異論はないが、自国

の通貨安に頼ったインバウンド再開が本当に良いのか、については大いに考えることが

必要である。むしろアウトバウンドとの調和が必要ではないだろうか。 

ここで旅行支出が収入に比して大きなアウトバウンド志向国のリストをもう一度眺

めてみたい。「ドイツ、韓国、中国、シンガポール」である。これらの国の経済は、コロ

ナ禍の大きな影響を受けたものの、技術革新や国際市場開拓にダイナミックであり、経

常収支も良好である。国民は海外に大いに出かけている。人々の目は海外に向き、そこ

でのビジネスも自然と考える筈である。日本人は海外へ出かけることも少なく、狭い国

内市場に汲々としていないか。 

フランスや米国のようにインバウンドの受取とアウトバウンドの支払がともに大き

くなっていくことが望まれる。そのためには自国通貨の価値の維持をもっと大切に考え

ること3、海外に出かけやすい環境を作ることが肝要だ。昨年から今年にかけて観光庁

が海外への旅行促進策を打っていることは大いに意義がある4。特に若者の海外体験を

促進したい5。大いに海外旅行や留学をし、その土地の文化や政治、経済を理解し、同時

に日本の文化や政治経済の考え方を発信し、我が国経済の発展に結び付けたいものであ

る。 

 
3 森純一（2021） 
4 日経ビジネス（2023） 
5 観光庁（2022）観光白書の P273 以下にこの点について言及されている。 
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